
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 

 

 

 

「産後ケア事業」は、出産後（退院後）、育

児不安等により、特に保健指導が必要な産婦と

新生児を対象とし、医療機関等で母体の管理や

育児指導を行う事業です。母親自身がセルフケ

ア能力を育み、母子とその家族が健やかな育児

ができるよう支援するための事業です。 

対象は出産直後から４か月頃までの時期です

が、母子に適切な指導ができる施設や人材が市

内にあるかなど、地域の実情に合わせて市区町

村において判断することになっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

支援の種類は、産後ケアの効果があがるよう

に本人と相談しながら、宿泊型、アウトリーチ

型、デイサービス型（個別・集団）の３種類の

実施方法があります。 

原則として利用料を徴収するため、本人の意 

志を尊重するよう努めます。また、経済的減免

の処置等、利用者の所得に十分配慮して実施し

ます。 

 これにより「産後うつ」の予防や、赤ちゃん

の健やかな成長をサポートできるようになりま

す。 

魚沼市では、今年度は小千谷市内の病院に委

託する予定ですが、今後はお母さん達のより身

近な場所(魚沼市内の

病院等)で、実施できる

よう担当課は努力して

頂きたいと思います。 

詳しいことは、担当

の健康課や、保健師さ

ん等に、お問い合わせ

下さい。 

 

 

 

 

これまでも、産後うつ（抑うつ状態をはじめ

とする産後の精神的障害）の予防や新生児への

虐待防止等の観点から、出産後間もない時期の

産婦に対する健康診査の重要性が指摘されてい

ました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

このため、魚沼市では今年度より新たに、産

後間もない（産後 2 週間、産後 1 か月など）お

母さんの健康管理や、授乳・育児のサポートの

ために大切な産婦健康診査の費用を助成するこ

とになりました。 

産婦健康診査の結果、支援が必要と判断され

る産婦に対して、産後ケア事業を勧め、産後う

つの予防につなげます。 

平成 32 年度末ま

でには、「子育て世代

包括支援センター(裏

面の記事参照)」の設

置が全国展開されま

す。妊娠期から子育て

期にわたる切れ目の

ない支援体制を強化

して行く予定です。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
私は、報酬等審議会の答申を重く受け止め尊重するという佐藤市長の政治姿勢と、市内の状勢や

市民感情を理解し独自削減するという政治判断に、賛同し賛成いたしました。 

平成 30 年度魚沼市一般会計の予算を可決し、新年度がスタートしました。 

一般会計予算は、前年度比 5.8％増の 277 億 7,000 万円です。また、特別会計

（国民健康保険、後期高齢者医療、介護保険、工業団地造成事業）の予算総額は前年

度比 9.4%減の 101 億 8,400 万円、企業会計（病院事業、ガス事業、水道事業、

下水道事業）の予算総額は前年度比 0.6%減の 89 億 5,000 万円です。これら魚沼

市全会計の予算総額は、前年度比 0.9%増の 469 億 400 万円です。 
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産後ケア事業 

 

 

〒946-0075 

  魚沼市吉田 280-4 

    Tel 025-792-4791 

     fax     792-5883 

 

産婦健診助成事業 

新規に実施される子育て世代支援事業の紹介      

～その他の主な新規事業や予算の内訳等は「市報うおぬま」や「議会だより」をご覧下さい～ 

市長・副市長及び教育長の給与を改正する議案が否決されました 

(賛成 4 人・反対 14 人) 

 
「市長の報酬を月額 1 万円、副市長の報酬を月額 7 千円、教育長の報酬を月額 6

千円それぞれ引き上げる」との魚沼市特別職報酬等審議会から答申があったため、

市長は魚沼市内の経済状況を考え、答申は重く受け止め条例は改正するものの、附

則において、平成 30 年度は現行通りの報酬とする条例案を提出し、市長・副市長

及び教育長の給与を引き上げる予算措置を講じないとする政治判断をしたもの。 

改正案の 

概要 

〈主な反対意見〉 

 県議会議員の報酬が 30 年度から、市長の報酬よりも多くなることを理由に市長の報酬をあ

げるとした報酬等審議会の答申は、魚沼市の経済状況を考えれば妥当ではない。 

 附則において一年間、市長等の報酬を据え置くが、31 年度は報酬が上がることになるから。 

 報酬等審議会の答申は、市長の政治判断で採用しないこともできる。報酬が変わらないので

あれば、この条例改正案を提出しない方が、住民にわかりやすい。 

〈主な賛成意見〉 

 報酬等審議会は委員の自由な審議に基づいて意思決定する独立した機関であり、その答申は

歴代の市長も尊重し採用しなかったことは一度もなく、審議会の答申を本則で改正し、附則

において独自削減を行っている。市長の報酬等審議会の答申を重く受け止る姿勢は正しい。 

 一年間だけの据え置きではなく数年度据え置くことは審議会の毎年の審議を有名無実にする

ことになり、審議会の存在意義を否定することになる。年度で区切って審議会の審議を妨げ

ず、毎年据え置くかどうかを決める方が答申を重く受け止める姿勢といえる。 

  



 
 
 

 

 

4 月 10 日の

公明新聞に 

掲載記事 

魚沼市

での早

期開設

を訴え

ていま

す 

今年度

より魚

沼市で

も実施

します 
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